○伊東市福祉有償運送運営協議会設置要綱
平成19年3月31日

伊東市告示第71号

(設置)

第1条　道路運送法(昭和26年法律第183号。以下「法」という。)第78条第2号の自家用有償旅客運送のうち、道路運送法施行規則(昭和26年運輸省令第75号)第49条第3号に定める福祉有償運送(以下「福祉有償運送」という。)の必要性並びにこれらを行う場合における安全の確保及び旅客の利便の確保に係る方策等を協議することを目的として、伊東市福祉有償運送運営協議会(以下「協議会」という。)を設置する。

(所掌事項)

第2条　協議会の所掌事項は、次に掲げるとおりとする。

(1)　法第79条の規定に基づく、自家用有償旅客運送の登録(法第79条の6第1項の規定に基づく有効期間の更新の登録及び法第79条の7第1項の規定に基づく変更登録を含む。)を申請する場合における運送の必要性及び旅客から収受する対価に関する事項

(2)　法第79条の12第1項第4号の規定による合意の解除に関する事項

(3)　協議会の運営方法、自家用有償旅客運送のサービス内容その他自家用有償旅客運送に関し協議会が必要と認める事項

(委員)

第3条　協議会は、10人以内の委員をもって構成し、委員は、次に掲げる者のうちから市長が選任する。

(1)　公共交通又は地域交通に関する学識経験者

(2)　中部運輸局静岡運輸支局長が指名する職員

(3)　静岡県知事が指名する職員

(4)　市民及び利用予定者の代表

(5)　関係するバス、タクシー等交通関係事業者及び運転者の代表又はその事業者が組織する事業者団体の代表

(6)　市長が指名する職員

(任期)

第4条　委員の任期は、2年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

(会長)

第5条　協議会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。

2　会長は、協議会を代表し、会務を総括する。

3　会長に事故があるときは、委員のうちから、あらかじめ会長が指名する委員がその職務を行う。

(会議)

第6条　協議会の会議は、会長が招集し、議長となる。ただし、新たに選任された委員による最初の会議は、市長がこれを招集し、会長が選出されるまでの間、その議長となる。

2　会議は、委員の過半数の出席がなければ開催することができない。

3　会議は、運送主体の代表者(以下「申請者」という。)から提出された伊東市福祉有償運送協議会(更新)協議申込書(別記様式)及びその他必要書類(以下「会議資料」という。)に基づき開催するものとする。

4　会長は、会議の開催に先立ち、委員に会議資料を送付し、問題点等意見の集約を行う。

5　協議会の議事は、委員の合議で決するものとする。ただし、協議が調わないときは、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長が決するところによる。

6　委員が所属する事業者等に関する協議を行う場合、当該委員は議事決定に関与することはできない。

7　会長は、福祉有償運送の更新に係る協議であって、第4項の意見の集約の結果、意見がなかった場合において、特に問題点が発生しないものと判断したときは、会議の開催を省略することができる。

8　会長は、前項の規定により会議の開催の省略を決定したときは、委員に対し書面により通知し、協議が調ったものとする。

9　申請者は、会議に参加することができるものとする。ただし、議事決定に関与することはできない。

10　協議会の議事及び会議録は原則として公開とする。

(協議結果の取扱い)

第7条　会長は、協議結果について、協議会において協議が調ったことを証する書類を申請者に対して速やかに通知する。

(守秘義務)

第8条　協議会の委員は、職務上知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。

(庶務)

第9条　協議会の庶務は、伊東市福祉事務所において処理する。

(委任)

第10条　この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関する必要な事項は、会長が協議会に諮り、これを定める。

附　則

この要綱は、平成19年4月1日から施行する。

